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特集：戦犯裁判と植民地問題
論文

国際戦犯裁判との比較の中の新中国戦犯裁判
＜認識の変化や反省＞を求めるアプローチをめぐって

石　田　隆　至
（PRIME研究員・上海交通大学人文学院）

１．戦争認識の変化や反省を重視した新中国の戦
犯裁判

新中国による戦犯裁判（以下、「新中国裁判」）は、
1956年の夏に遼寧省の瀋陽と山西省の太原の 2箇
所で行われ、計45人の日本人戦犯に対して有罪判
決が言い渡された。死刑や終身刑はなく、最高で
懲役20年の有期刑だった。ただ、この判決結果は、
新中国裁判の全体像からすればごく一部を示して
いるに過ぎない。残りの1,000人あまりの戦犯は
起訴免除で釈放されている。起訴免除は不起訴と
同じ意味ではない。有罪だが、罰しないという独
自の裁き方であった。また、裁判までの収容期間
は最大で 6年間にも及ぶが、いわゆる取り調べの
期間は数ヶ月に過ぎない。残りの 5年あまりは何
をしていたのか。その全体像を特徴づけるならば、
自分自身の過去の過ちに自ら向き合うための取り
組みが行われていたのである。それは、以下で確
認するように、平和実践と呼ぶより他ないもの
だった。その結果、裁判を迎える段階では、ほぼ
全員が自身の戦争犯罪を詳細に書き出し、その責
任を上官などに転嫁する発想からも脱し、自らの
責任と反省を表明していたのである。大部分の日
本人戦犯を起訴免除に処したのは、彼らが戦争認
識を根本的に改め、一定の反省を有していたこと
の意義が評価されていたからである。

むろんこれは、新中国政府にとって「意図せざ
る帰結」ではなかった。厳罰に処する方針があら
かじめ存在していたのであればおよそ採らないよ
うな処遇が、戦犯収容当初から見られた。罪その
ものに対しては厳格である一方で、監房の住環境、
看守の接し方、食事、病気療養、娯楽など、戦犯
への処遇はきわめて人道的な水準にあった。そう
した境遇でも収監されていることへの反抗を続け
る戦犯たちに対して冷静に対処し、監房で 1年以
上も遊びに耽る戦犯を制止することもなく、放任
するばかりだった。彼らが新聞記事を読み始め、
社会階級論に興味を持ち、やがて自己反省の気運
が芽生えたのは、時間の流れの中で自発的に生起
したことであり、管理側は変化が生まれるのをた
だ待つかのような静かな対応を続けていた。
ここまで示してきた新中国裁判の側面からだけ
でも、それが単なる報復的な処罰を最終目標とし
ていたわけではないことが垣間見える。ただ、既
存の新中国裁判観の大部分は、戦犯たちの戦争認
識が大きく変化したことにもっぱら着目し、それ
を「洗脳」あるいは「礼賛」といった両極端から
捉えようとしてきた。共産党政府が日本人戦犯を
監禁して「思想教育」を行い、戦争犯罪の事実を
捏造して強制的に自供させたと捉える側も（1）、
中華民族の伝統である「仁」が発揮されて戦犯を
寛大に扱った結果、戦争犯罪を全面自供したと捉
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える側も（2）、人間をもっぱらその外側から働き
かけられるだけの対象としてしか見ていない。報
告者は、2005年前後から、新中国の元日本人戦犯
の晩年期にインタビュー調査を重ねてきた。彼ら
は単に「裁かれた者」にとどまってはおらず、釈
放されて帰国した後、裁きの意味を敷衍して平和
の実現に貢献しようという強い主体性を有した存
在であった。命令を受けて残虐行為に手を染めた
だけという責任回避の発想を脱して、軍や植民地
支配の一端を自らが担ったことで侵略戦争が遂行
されたという当事者責任を見出すまでには、大き
な飛躍がある。責任意識の変化は帰国後の歩みに
も影響を与えた。戦争や植民地支配を可能にした
道具的な人間観や組織観を脱することを意識し、
地域や職場の中で対等で相互に支え合う人間関係
や社会関係を生み出すことが、再び戦争を起こさ
ないための地道な平和実践であると考えた（3）。
こうした人間観・社会観の大きな転換を可能にし
たのは、戦犯収容期の大半の時間を掛けて展開さ
れた自己反省、当時の言葉でいえば、「自己批判」
「相互批判」という特徴的な実践である。これは、
日本人戦犯に対してのみ行われたことではなく、
建国期の新中国にあって社会各層で見られた自己
変革と、それを通じた社会変革のための実践だっ
た（4）。したがって、そうした当時の文脈の中で、
彼らの認識の変化やそれを求めた政策的意図を検
討することが、新中国の戦犯政策を論じるうえで
不可欠になるが、そうした研究はこれまでのとこ
ろ行われていない（5）。
戦後の日本社会、とりわけ1990年代以降の日本

社会を念頭に置くとき、侵略戦争に対する真摯な
反省が社会全体で定着しているとは言い難い。ア
ジアをはじめとする被害国からだけでなく、日本
国内にも少数だが、過去の大きな過ちに対する深
い反省を求める声は存在する。しかし、実際に自
身の戦争犯罪を深く反省し、その実態を広く伝え
ようとすることで過ちを繰り返さないための組織

的実践を重ねた元日本人戦犯については、ほとん
ど研究の対象となってこなかった。他方で、東京
裁判や各国でのBC級戦犯裁判、さらにはスガモ・
プリズンに関する研究には一定の蓄積があるが、
それらの戦犯裁判の当事者には、釈放後に反省や
平和活動を展開するどころか、それとは逆の潮流
の主体者となった者も少なくない。新中国裁判の
当事者のように、釈放された後も反省を深め続け、
様々な社会的抑圧がある中でも組織的かつ継続的
に平和実践を続けたケースは他にはないだろう。
だからこそ、彼らがなし得た自己反省は検討に値
する現在的意義を有するといえる。しかし、比較
検討の対象にさえならなかったのは、歴史的文脈
に位置づけて事実を確認したうえで評価していく
という手続きの欠落以前に、共産主義と結び付い
た価値判断が先行してきたからとはいえないだろ
うか。むろん、反右派闘争や文化大革命などその
後の中国国内での展開から、「扱い難さ」がある
ことは確かである。
では、どのように扱うことが考えられるのか。
筆者は、当時の歴史的文脈を踏まえ、「自己批判」

「相互批判」という文脈で、彼らの認罪や帰国後
の平和実践を捉える作業を行っているが、本稿は
それを展開するものではない。なぜなら、共産主
義あるいは「中国」に結びついた先入観や思考停
止をまず相対化することが、現在の日本の知的状
況を考えても重要であると考えるからである。そ
こで、他の戦犯裁判研究に照らすことで、新中国
裁判の意義を確認することが本稿の狙いである。
とりわけ、日本だけでなく各国で実証研究が進ん
でいる東京裁判の到達点に照らすことで、新中国
裁判に別の角度から光を当ててみたい。

２．東京裁判研究の到達点に内在する隠れた「立場」

東京裁判研究やBC級戦犯裁判の比較研究にお
いて、新中国裁判はソ連による戦犯裁判と並んで
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「扱いに困る」出来事と見なされている傾向があ
る。以下では、サントリー学芸賞を受賞するなど、
東京裁判研究の到達点として一定の評価を得てい
る日暮吉延『東京裁判』（講談社、2008年）を主
に取り上げながら、新中国裁判との関係性につい
て考えてみたい。先取り的にいえば、同書におい
てソ連裁判や新中国裁判は、その基本的立場を自
ら裏切る形で扱われており、小さくない違和感を
覚えるものとなっている。
日暮『東京裁判』は同書の基本的立場を次のよ

うに規定している。東京裁判論として当時から続
く「文明の裁き」論と「勝者の裁き」論の対立と
いう基本構図を前にして、

本書の立場はシンプルである。とにかく「事
実」を確認し、東京裁判をあえて突き放して
考えてみようというだけのことである。東京
裁判や戦前期日本をトータルに断罪または正
当化しようという隠れた意図もない。
（中略）東京裁判というのは、「文明の裁き」
と「勝者の裁き」の両面をあわせもつ「国際
政治」であったととらえる。「文明か勝者か」
ではなく、「文明も勝者も」なのである（6）。

「事実」の解明を通じて、複雑で両面性を有す
る東京裁判の実相に迫ろうとするスタンスが示さ
れている。同書「あとがき」にも、「東京裁判に
ついての著者の観点」として以下の記述が見られ
る。

本書にメッセージめいたものがあるとすれ
ば、それは「東京裁判をもっと冷静に考えよ
う」ということである。残念ながら、いまな
お日本における東京裁判論は、そこから始め
なければならない。
かくして本書は、できるだけ冷静かつ客観

的に「東京裁判の政治史」をとらえようと試
みた（7）。

「東京裁判史観」への批判が高まっているとい
う近年の動向を踏まえ、その対処策として、＜事

実に基づいた冷静で客観的な研究＞というアプ
ローチを採用していることが確認できる。
同書は、こうした立場から実際にバランス良く
分析を進めようとしている点が特徴である。東京
裁判での被告選定や訴因の設定、あるいは「平和
に対する罪」の適用に対する事後法批判を踏まえ
た判決文のまとめられ方など、様々な問題点が存
在することは認めつつ、「勝者の裁き」「文明の裁
き」という側面のなかでも評価すべきところは評
価しようとしている。残虐行為などの戦争犯罪に
一定程度迫ることができたことなどがそれに当た
る。
他方で、同書の中に、わずかながらソ連裁判と
新中国裁判に言及されている箇所がある。それは、
ある意味で不思議な記述になっている。両戦犯裁
判で裁かれた日本人戦犯に関しては、以下のよう
に「戦犯」とすべてカギカッコを付けて表記され
ている。

ここで特殊な中ソ「戦犯」にも触れておこ
う（8）。

東京裁判やニュルンベルク裁判、他のBC級戦
犯裁判の対象となった日本人戦犯に言及する際に
は、カギカッコが付けられていない中で、この 2
つの裁判の対象者にだけカギカッコが付けられた
意図は、特に明記されてはいない（9）。ただ、ソ
連裁判では起訴から判決に至る手続きがあまりに
短期間であったこと、新中国裁判では収監中に思
想教育や相互告発などが行われていた事実が短い
記述の中に盛り込まれており、両戦犯裁判の手続
きや過程に不当性や問題点が存在していたと考え
ていることが読み取れる。遠回しな表現ながら、
審理のあり方や法的根拠を問題視し、両裁判で戦
犯とされた日本人は果たして戦犯とされるに値す
るのか、という根本的な批判が込められたカギ
カッコといえる。こうした表記は、反共主義を隠
さず、事実や論理に多数の飛躍がみられる歴史修
正主義文献で広く見られる。
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しかし、東京裁判でも審理のあり方や法的根拠
といった次元で問題が存在していたことを日暮は
明らかにしていた。＜事実に依拠した客観的・中
立的立場からの研究＞を掲げ、実際に「勝者の裁
き」「文明としての裁き」としての側面を否定で
きないにせよ、ポジティブな面を掬い出すべきだ
として、複雑さを複雑に扱うバランス感覚を重視
していた。だとすれば、ソ連裁判や新中国裁判に
ついても東京裁判同様に手続きや法的根拠に問題
があるとしても、事実に基づいてバランス良く捉
えることで、新たな知見が導き出される可能性を
考慮しなければ、ダブル・スタンダードだという
批判を免れ得ないだろう。
こうした観点には既視感がある。近年の日本の

中国研究においても、客観的で中立の立場からの
実証研究を標榜しながら、実際には日本政府の唱
える「国益」を前提にして中国に向き合う、とい
う事例に事欠かないからである（10）。日暮も同書
の末尾に、「著者は（略）敗戦国のやむをえない
犠牲として東京裁判を認める」「東京裁判を批判
的に検討しつつ、国際関係の観点、日本の国益の
観点から認めるべきは認めなければならない」と
記している（11）。イデオロギーというものが、そ
のイデオロギー性を自覚させないことでイデオロ
ギーたり得ることを考えれば、日暮もまた、「一
定の立場」に立っていると考えざるを得ない。＜客
観的で中立な実証研究＞の背後にある「立場」と
は何か？
国際法の発展や戦争の違法化などの取り組み

は、主に欧米圏で続けられてきた努力であること
は間違いない。ただ、その欧米諸国が侵略戦争だ
けでなく植民地獲得戦争や植民地支配を行ってき
た事実がある以上、「欧米的な国際法・法システ
ムによる裁き」を無条件に正当視するのは、客観
中立ではなく、「一つの立場」であることが自覚
されていないのではないだろうか。「法の支配」
という価値そのものが西欧的であり、仮に国際社

会全体が「悪」に染まってしまえば、「法の支配」
という原則そのものが成り立たなくなってしまう
という意味で、限界性を帯びたものである。
筆者の研究対象ではないためソ連裁判はさてお

くとして、新中国裁判にも西欧的な法システムを
積極的に取り入れる側面が見られた。とはいえ、
日本軍の戦争犯罪の重大性は従来の国際法の想定
を超えており、それによって違法性を認定して裁
くことはきわめて困難という状況に直面していた。
これは、ニュルンベルグ裁判がナチス犯罪を前に
して置かれた状況と共通している。西欧的な法秩
序や法システムからすればその手続きや根拠が不
十分だと見えるような対応は、西欧的な法秩序や
法システムの限界を克服する一つの方途だったの
ではないか、という可能性を検証することは不要
なことだろうか。法的手続きや根拠の不十分さ、
あるいは国際政治の力学から免れることができな
かったという東京裁判に見られた様々な限界に、
新中国裁判は別の形で照準しようとしていた（12）、
と考えてみたい（13）。
補足的に、日暮の書に関して気がかりな点をも
う一つ挙げておくとすれば、「東京裁判の国際政
治」を分析するとしながらも、中国国民政府代表
の判検事の扱いが希薄である。実際に特筆すべき
主張や交渉が少なかったのか、それとも日暮自身
が西欧由来の国際法体系を自明視していること
で、やはり別のアプローチを志向していたことが
近年指摘されている中国国民政府側の姿勢が適切
に描き出されていないのか、判別し難い。国民政
府による戦犯裁判の研究を進めている一人である
厳海建は、同裁判の基本方針は「被害者正義」と
して規定できるという。従来、国民政府裁判につ
いては証拠資料の扱いや審理の手続きの杜撰さあ
るいは独自性が強調されてきたが、被害者の立場
から正義を回復することを重視した裁判であった
と捉え直すことで、新たな国民政府裁判像を浮か
び上がらせることができると指摘している（14）。
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さらにいえば、国共内戦中の中国共産党が、東
京裁判で釈放されたA級戦犯の一部について自ら
が裁く権利を有していると声明を出したこと、岸
信介らA級戦犯容疑者を処罰せず釈放したことや
A級戦犯・重光葵の仮釈放に抗議した点などにも
（15）、日暮はまったく触れていない。中国はじめ
アジア各国でなされた大規模な戦争犯罪の審理が
軽視されていたことは、東京裁判の限界性として
既に繰り返し指摘されていた。そうした中で、２
つの政府による中国裁判が上記のように扱われて
いることを踏まえると、日暮が無自覚に「一定の
立場」に立っていることを感じさせる。

３．東京裁判研究に照らして見える新中国裁判の
意義

以上のように、評価の高い東京裁判研究に内在
する隠れた「立場」を明らかにしたことで、異質
性が強調されがちだった新中国裁判を、東京裁判
など他の戦犯裁判と共通の観点から捉える必要性
を確認できた。以下では、東京裁判研究の一つの
到達点に照らすことで、新中国裁判の意義を浮か
び上がらせていく。

３-１ 東京裁判と新中国裁判の共通性
日暮は、東京裁判の経過が連合国各国による政

治交渉に大きく左右されながらも、「連合国共通
の『正義』による対日懲罰」という基本理念の内
側に踏みとどまろうとしていた様子を描いてい
る（16）。こうした捉え方は、日暮のみに限ったも
のではない。
新中国裁判でも同様に、「正義」による対日懲

罰が目標であった。ただ、1100名の戦犯のうち45
名だけに有期刑が課されるきわめて寛大な判決と
なったことから、近年は「外交カード」として新
中国裁判を特徴づけようとする議論が表れてい
る。つまり、冷戦が東アジアを分断するなかで、

新中国が日本と米国を離間させるために、戦犯の
寛大釈放を外交交渉上の切り札として使った、と
いう指摘である（17）。
ただ、外交カード論では、戦犯に対する人道的
な厚遇や、認罪や反省が生まれる環境を整えた側
面を整合的に捉えることができない（18）。単なる
外交の切り札として戦犯の存在を利用するだけで
あれば、これらは必要のない対応だったといえる。
実際に、日本人戦犯は、減刑を念頭に置いて計算
づくで自供したのではなく、帰国後も平和活動を
継続的に展開するほど決定的な戦争認識の転換を
経験していた。一定の「正義」が照準されていた
結果と考える必要があるだろう。
日暮も、新中国の戦犯処理に関して、「日本と
の外交関係正常化を狙」った対日戦犯政策、ある
いは「平和攻勢」として位置づけており（19）、「外
交カード論」と立場を共有している。また、裁判
そのものについては、「この公開裁判は日本軍国
主義を指弾すること自体に意味があったといえよ
う」と評しており（20）、控えめな表現ながら、法
的根拠の希薄な政治色の強い裁判だったという
ニュアンスを込めている。
しかし、日暮らの＜客観的で中立な事実解明＞
というアプローチを新中国裁判にも適用させるな
ら、それが仮に日中間の政治交渉に利用された側
面があるとしても、ポジティブな側面をも同時に
検討するという姿勢が必要なはずである。しかし、
先に確認したとおり、法的根拠や手続きに問題が
あり、国際政治の影響も受けていて、「戦犯」裁
判と呼べるかどうかさえ疑わしいという捉え方が
なされている。新中国裁判の研究に取り組んでき
た筆者からすれば、こうした捉え方は、以下に指
摘するように、事実にさえ基づいていない。
第一に、新中国裁判の結果としての量刑にみら
れる寛大さは、曲折を経て最終的な局面で現れた
ものであることが考慮されていない。 6年間の戦
犯収容期間全体を見れば、むしろ戦争犯罪に対す
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る厳格な対応が貫かれており、それが一定の成果
を生み出したが故に、判決結果が寛大でありえた
という複雑な経緯を視野に入れていない（21）。
収監初期の「学習」は「洗脳」視の根拠の一つ

とされることが多いが、実際には強制されたもの
ではなく、遊びに飽きて情報に飢えた戦犯側から
希望して始まったもので、「学習」するかどうか
は戦犯自身に委ねられていた側面が大きい。中期
の取り調べ期間には、戦争中の犯罪行為を供述す
る作業が求められ、自身の加害行為を自己対象化
することで、罪を自覚化するようになっていった。
後期には文化・表現活動という形で、加害認識が
いっそう深められていった（22）。これらは全て、
戦犯自身が罪に向き合い、その犯罪性を自覚する
ことを促すための過程であり、管理側も強要や強
制とならないことに最大限の配慮を行っていた。
こうした過程を通じて罪の自覚と反省が実際に深
められたことを党中央が受け入れ、量刑の寛大さ
が導かれていった。事実に基づいて厳格さと寛大
さを合わせて捉えることで（23）、政治利用だとみ
なされてきた戦犯処理にも別の側面が浮かび上が
る。
第二に、取り調べ期間には、検察側による大規

模で徹底した裏付け調査が行われていた。そして、
調査で得られた戦争犯罪の実態に十分向き合うこ
とを戦犯に求めた（24）。こうした事実も、東京裁
判での審理の過程と共通する点である。にもかか
わらず、新中国裁判に関する言及ではこうした手
続きの厳格さに注目されることは少なく、思想教
育や相互告発といった側面が強調されがちで、そ
の政治性が示唆されるにとどまることが多い。
第三に、もっぱらパワー・ポリティクスという

観点から戦犯処理を捉え、新中国裁判における戦
犯への厚遇や認罪に向けた平和実践、平和教育と
いった側面を適切に位置づけられない一因とし
て、この時期の理念的な平和外交の文脈が不思議
なほど踏まえられていないことが指摘できる。こ

の時期の中国やインドなどアジア・アフリカ諸国
が掲げた中立、非同盟外交は、東西の先進国（日
本も含む）のパワー・ポリティクスから距離を置
き、反帝国主義・反植民地主義に基づくアジア・
アフリカ諸国の連帯で平和を希求しようとする新
しい潮流だった。こうした文脈に新中国の戦犯政
策や裁判にまつわる事象を位置づければ、量刑だ
けでなく処遇の寛大さや、戦犯個人の戦争責任認
識に働きかけようとした狙いも整合的に捉えるこ
とができるようになる。

３-２ 東京裁判と新中国裁判の相違点⑴――裁か
れた者の認識
東京裁判の対象となったA級戦犯は、有罪判決
を受けた後も罪の意識を有していなかったことが
指摘されている。日暮も、仮釈放中の荒木貞夫ら
が新聞紙上などで自身の指導者責任を否定し、む
しろ責任を国民に転嫁する発言をしたことについ
て、読売新聞が彼らに悔悟や謝罪を求めたことを
紹介している。また、東京裁判で被告の弁護を務
め、のちに自民党政権の文相になった清瀬一郎が、
「自衛戦争」論を蒸し返していたことにも触れて
いる。日本政府も裁判終結後に日本が主権を回復
すると、戦犯を国内法上の「犯罪人」とはみなさ
ないという判断を示していて、戦犯自身の罪意識
の希薄さを共有している（25）。国民世論において
も、A級戦犯に対しては憎悪があったものの、減
刑や赦免に関しては同情的な意見が大勢だったこ
とが指摘されている（26）。こうした戦争責任認識
が、現在も続く東京裁判否定論と地続きであるこ
とはいうまでもない。
BC級戦犯自身も、命令者の責任より実行者の
責任を問うた裁判のあり方に疑問を呈するケース
が多く、深い反省や罪の意識を持って戦後社会に
向き合うようになった者は少数である。
これに対し、新中国裁判の戦犯らは、大部分が
収監中に自己の加害責任を直視して一定の反省を
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示しただけではなく、帰国後はその認識を社会に
拡げる取り組みを続けた。1956年夏に帰国した彼
ら1000名あまりは翌年に中国帰還者連絡会という
平和団体を結成し、「反戦平和・日中友好」を掲
げて平和活動を展開した。「中共帰り」という偏見
から職場や地域社会で差別を受けたこともあり、
帰国者全員が関与し続けたわけではないものの、
500名弱の帰国戦犯が長期にわたって会費を納入
し、組織を維持した。文化大革命の余波を受けて
組織が分裂し活動が停滞した時期があったもの
の、1986年に再統一した。80年代後半から90年代
にかけて、世代交替が進んで戦争体験に耳を傾け
る社会的土壌が整ってくると、加害認識に基づく
戦争体験、管理所での認罪体験について証言する
会員が増え、一定の反響を集めた。90年代に台頭
した歴史修正主義が真っ先に非難したのが、性奴
隷被害を告発した元従軍「慰安婦」と、三光作戦
などの残虐行為を「自虐的」に語るとされた新中
国裁判の元戦犯たちだった。彼らはこの頃既に70
歳代に達していたが、1997年に同人誌を発行して
歴史否定の動きに対抗し続けた。高齢のため2002
年に全国組織を解散するも、一部の地方支部や個
人が2010年前後まで加害認識を発信し続けた（27）。
ところが、A級戦犯が責任逃れの発言を重ね、

反省を示さないことを社会的に問題視した時期が
あった一方で（次第に問題視されなくなっていっ
たが）、責任を認めて深い反省を示し、それが一
時的なものでなく帰国後数十年も堅持していた新
中国戦犯には、「洗脳」のまなざしが向けられる
ことが一般的だった（28）。報告者らが行った聴き
取り調査では、右派だけでなく、革新派の間にも
そうした傾向が見られたという（29）。
日暮書でも、新中国の戦犯裁判に関するわずか

な記述の中に、収容者に「『認罪』『学習』という
名の思想改造をはかった」という表現が見られ、
「思想闘争」や「告発大会」などの様子を当事者
の日記から引用するなど、「洗脳」視をほぼ共有

しており、そうした過程を経て述べられた自供や
審理に対して婉曲に疑問を示す形になっている。
「洗脳」といった曖昧で政治色の強い概念ほど、
事実に基づく客観・中立の分析が必要となるはず
だが、ここでもダブル・スタンダードが見られる。
東京裁判では審理のあり方や判決根拠に問題が
あったものの、A級戦犯に戦争責任がなかったと
はいえず、だからこそ彼らが反省を示さないこと
は、東京裁判の正当性にかかわるとして連合国か
らも問題視されたことを、日暮は指摘していた。
刑事訴追という方法だけでは反省が生じなかった
だけでなく、侵略戦争を自衛戦争だと正当化する
歴史認識を十分払拭することもできなかった。こ
うした限界を、新中国裁判はいかにして乗り越え
ようとしたのかという事実ベースの探求が求めら
れるところであろう。

３-３ 東京裁判と新中国裁判の相違点⑵――法的
対処の困難さ
A級戦犯を「平和に対する罪」で裁くことの是

非をめぐっては、事後法で裁くのは罪刑法定主義
の原則を逸脱するのではないかと、弁護側と検事
との間、さらには判検事の間でも争点であり続け
たことが、日暮書の記述の中核を占めている。事
後法であるという批判を無視できないなかで、判
事団が多数派判決において「平和に対する罪」を
適用するにあたり、最終的には次のような論拠を
強調したと日暮は述べている。

すでに不戦条約で侵略戦争は「国際法上で
不法」化されたから、侵略戦争を「計画し、
遂行する者は……犯罪」を犯すことになる。
罪刑法定主義は「一般的な正義の原則」にす
ぎず、違法性を自覚する侵略者を処罰しない
ことこそ「不当」だ（30）。
つまり、実定法に基づく処罰という国際法の原
則を逸脱してはいないが、法解釈を加味すること
でかろうじて適用可能になったという判断が示さ
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れている。「不当」という表現に表れているように、
法的議論の枠内に留まりきらない正義や倫理の次
元によって下支えされることで、「平和に対する
罪」が適用されたことになる。
これは多数派判事団だけに見られる一部の意見

ではなかった。東京裁判に関する精力的な研究成
果を相次いで発表している戸谷由麻は、東京裁判
が進行中の段階に展開された日本の国際法学者や
政治学者、歴史学者らによる東京裁判論を検討し
ている。そこでも、「平和に対する罪」の適用が
妥当であるかどうかが、大きな焦点になっていた。
罪刑法定主義に基づく事後法批判に関しては、以
下のような捉え方が支配的であったという。罪刑
法定主義は国家権力の濫用を防ぐことを目的とし
た法理念であることから、国家権力そのものが軍
事力を発動し正当化できない侵略戦争を引き起こ
した以上、それを裁かなければ正義の理念にもと
る、と（31）。ここでも、法の不完全さを補うのは
法の外部にある正義だという考え方が顔を覗かせ
る。
他方で、新中国裁判における法的根拠も困難に

直面していたのは事実である。国家そのものが
1949年10月と戦争終結後に成立しており、戦犯の
起訴を検討する段階では、国内刑法も未交付の状
況で、国際法の関係規定をそのまま適用すること
も適切ではないと判断された。最終的には、「全
国人民代表大会常務委員会において臨時に戦犯処
罰の決定を下し、その決定の中で法廷の組織と裁
判の基本原則を規定し、これをもって根拠法とす
ることが提案されることになった」（32）。
戦犯を処罰するためには法整備がまず必要であ

り、それが事後法となることについては、時期的
な制約があったため回避することは不可能だっ
た。つまり、新中国における戦犯処理もまた、国
際法を尊重すると同時に、主に「人民のための正
義の回復」と「国際情勢の発展」のためという法
―外の価値に支えられながら進められてきたので

ある（33）。
こうした法整備の議論が党中央で本格的に進め
られたのは、戦犯を収容してから既に 5年近く
経った1955年に入ってからのことである。国土の
広範な地域で日本軍による大規模な戦争犯罪を経
験した中国としては、法律を論じる以前に、日本
軍が中国に展開していたこと自体が侵略行為であ
り、正義に反することは証明する余地のない事実
だった（34）。そうした中国側の掲げる「正義」に
服する形で日本人収容者は戦犯としての身分を次
第に受けて入れていったというのが事実経過であ
る。また、収監初期には、中国側職員の間にも、
遠からず日本人は処刑されるという見通しを持っ
ていた者もいた（35）。これは、日本軍が引き起こ
した数々の残虐行為がもたらした復讐の欲求で
あった。
ところがこの後、上述したように、中国は日本
人戦犯の人格や風習を尊重した厚遇を提供し、戦
争経験を振り返るための内発的学習に協力し、
個々人が加害行為に向き合い、戦争責任を受け入
れるための環境を整えていった。こうした経緯を
「洗脳」「思想改造」と捉えることに潜むダブル・
スタンダードについては既に述べたとおりだが、
ここでさらに考える必要があるのは、なぜ「復讐」・・ ・・ 

あるいは「単なる裁き」ではなく、日本人戦犯の・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・・・

戦争責任認識に働きかけるという対処を選んだの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

か・についてである。中国が経験した被害規模の未
曾有さを考えれば、たとえ全員に死刑を科したと
しても、罪の大きさに見合うものにはならない。
また、成立したばかりで窮状にある新国家として
は、冷戦下で再び戦火に巻き込まれることは避け
なければならないことだった。したがって、日本・・

人戦犯が有責性を受け入れ・・・・・・・・・・・・（クシュナーはこれを
「改心」と呼んだ（36））、再び戦争の担い手となら・・・・・・・・・・・

ないように自己変革することが、罪の大きさに見・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・

合う正義の実現だ・・・・・・・・と考えられた（37）。これは、「改
心」の有無とは無関係に断罪した東京裁判や他の
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BC級戦犯裁判との大きな相違点である。これ自
体、事実に基づいて是非を論ずべき事柄であるが、
これまでそうした検討がなされた形跡はない。
また、大部分の戦犯が最終的に「起訴免除」と

なって釈放されたが、これは「不起訴」と同じで
はない。つまり、有罪を認定したが罰しないとい
う「開かれた裁き」だった。自供した罪にどう向
き合うのか――罪を忘れることも、否定すること
も、向き合い続けることも、いずれも可能、――
は、すべて戦犯自身に自己決定させる形になって
いた。帰国後の戦犯たちの歩みは、実際にこの 3
種に分かれた。
つまり、法で裁くことが困難、あるいはそれが・・・・・・・・・ ・・・・・・・

適切でないと感じさせるような巨大な犯罪に対し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

て、刑事訴追とは異なる方法で迫ろうとしたのが、・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

「認罪」あるいは「改心」というアプローチ ・・ ・・・・ ・・ ・・・・・・・・だっ
た（38）。
こうした初歩的な比較からも、新中国裁判にお

ける「認罪」「改心」は事実に基づいて解明を行
うに足る特異な経験であったと考えられる。とは
いえ、自身の無実性を棄却して有責性を受け入れ
るのは、大きな「飛躍」を要する経験であり、容
易なことではない。それはいかにして可能になっ
たのだろうか。

３-４ 東京裁判と新中国裁判の相違点⑶――戦犯
間の相互告発や取り調べ対応の含意
罪を自覚することの困難さという点に関して、

日暮は興味深い指摘を行っている。
第一に、国民は政治指導者や軍上層部の責任を

感じていたのに、被告らは1946年 5 月の罪状認否
の段階で全員が無罪を主張した。まったく悔悟を
感じさせない彼らの様子に世論や新聞はきわめて
批判的であったという（39）。こうした彼らの姿勢
はこの後も基本的に変わらず、むしろ、自身がい
かに「平和主義者」であり、いかに侵略政策に反
対し、戦争回避に努めたのかを自己弁護する被告

が大半だった（40）。
第二に、こうした状況を日本政府は開廷前から
予測していたという。敗戦直後には連合国による
戦犯裁判を回避するため、「日本側による自主裁
判」の構想も存在した。しかし、それにはA級戦
犯相当者や軍の総司令官クラスが抵抗し、訴追対
象となったのは残虐行為の実行者だけとなり、東
京裁判を代替するものとなりえなかった。こうし
た事情から、日本政府も、「日本の戦争責任を現
実に追及できるのは『勝者の裁き』だけ」だと覚
悟していたという（41）。
こうした記述からは、自己の罪に自ら向き合い、
加害責任を認めることの困難さが浮かび上がって
くる。東京裁判にはこうした限界が見られた一方
で、新中国裁判では戦犯のほぼ全員が罪を認め、
反省を示した。それがいかにして可能になったの
かといえば、「自己批判」および「相互批判」と
いう方法だった。この詳細について検討する余裕
はない（42）。
ただ、本稿の論旨のなかで最低限言及しておく
必要があるのは、「相互批判」へのまなざしである。
日暮書における新中国裁判の紹介の箇所でも既に
触れたとおり、戦犯同士の「相互批判」は、告発、
密告、吊し上げといったネガティブな意味合いで
取り上げられることがほとんどである。新中国裁
判の戦犯の中にも、相互批判を苦しい体験だった
と回想するものが少なくない（43）。同時に、相互
批判はやはり苦しかったものの、それを通じては
じめて、一人では見えなかったものに気付くこと
ができたと回想する戦犯もいる（44）。つまり、当
事者にとっては、非常な苦痛を伴う経験ではあっ
たものの、それなくしては自身の罪を正視するこ
とは困難であったとポジティブに捉えているので
ある。一般的な捉え方との間にあるこうした落差
は、「吊し上げ」で片付けるべきことではなく、
どのような作用を有していたのかを事実に基づい
て解明すべきであることを物語っている。
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東京裁判においても、戦犯同士が互いに証人に
なったり、元同僚や部下が告発を行うような場面
が見られたが、それが裁判の正当性を損なうと
いった見方を日暮はとっていない（45）。ただ、そ
れによって被告自身が罪に向き合うようになる
ケースもほとんどなく、被告の中には都合の悪い
場面で「忘れた」などと答弁する者も珍しくなかっ
た。
以上のように東京裁判と新中国裁判の双方に見

られた「相互批判」を一瞥するだけでも、その内
容や結果に大きな違いが見られることが分かる。
新中国裁判における相互批判や自己批判は、自己
の罪に自ら向き合うことの困難さに照準した独自
の工夫であった可能性を検討する余地を見出せ
る。他方で、東京裁判で見られた相互告発は、自
己の罪を他者に転嫁する側面が強かった。この相
補的な関係について事実をもとに分析すること
で、新中国裁判だけでなく、他の戦犯裁判にも新
たな観点や論じるべき文脈を見出せるのではない
かと考えている。
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